
令和６年度
介護保険報酬改定説明会

令和６年３月２１日

大田区介護保険課

※ 地域密着型通所介護については、居宅サービスの「通所介護」と合わせて説明しています。

地域密着型サービス
認知症対応型通所介護



認知症対応型通所介護
１ 業務継続計画（BCP)未策定減算について（予）

２ 高齢者虐待防止の推進、身体的拘束等の適正化の推進（予）

３ リハビリテーション・個別機能訓練、口腔管理、栄養管理に係る一体的な計画書の見直し（予）

４ 通所介護等における入浴介助加算について（予）

５ 科学的介護推進体制加算の見直し（予）

６ アウトカム評価の充実のためのADL維持等加算の見直し

７ 処遇改善加算について（予）

８ テレワークの取扱いについて（資料無し）

９ 外国人介護人材に係る人員配置基準上の取扱いの見直しについて（予）

10 特別地域加算、中山間地域等の小規模事業所加算及び中山間地域に居住するものへのサービス提供

加算の対象地域の明確化について（予）

11 通所系サービスにおける送迎に係る取扱いの明確化について（予）

12 基本報酬



業務継続計画（BCP）
未策定減算について

感染症や災害が発生した場合で
あっても、必要な介護サービスを継
続的に提供できる体制を構築するた
め、業務継続に向けた計画の策定の
徹底を求める観点から、感染症若し
くは災害のいずれか又は両方の業務
継続計画が未策定の場合、基本報酬
を減算する。 令和７年３月３１日までの間、感染症の予防及びまん延防止た

めの指針の整備及び非常災害に関する具体的計画の策定を行っ
ている場合には、減算を適用しない。

R6.1.22 厚生労働省介護給付費分科会資料より

認知症対応型通所介護

以下の基準を満たしていない場合に減算

・感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービ
ス提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の
業務再開を図るための計画を策定すること。
・当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずること。



高齢者虐待防止の推進、
身体的拘束等の適正化の推進

 虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレ
ビ電話装置等の活用可能）を定期的に開催しその
結果について従業者に周知徹底する。

 虐待の防止のための指針を整備する。

 従業者に対し、虐待防止のための研修を定期的に
実施する。

 適切に実施するための担当者を置く。

〇高齢者虐待防止措置未実施減算を新設

▶ 所定単位数の 100分の１減算

〇身体的拘束等の適正化

利用者又は他の利用者等の生命又は身
体を保護するため緊急やむを得ない場合
を除き、身体的拘束等を行ってはならな
い。

高齢者虐待防止措置未実施減算

以下の措置が講じられていない場合には減算

身体的拘束等の適正化

 利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護す
るため緊急やむを得ず身体拘束を行う場合、その
態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並び
に緊急やむを得ない理由を記録しなければならな
い。

認知症対応型通所介護



リハビリテーション・個別機能訓練、口腔管理、栄養管理に係る
一体的計画書の見直し

リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養の一体的取組を推進する観点から、リハビリテーション・個
別訓練、口腔管理、栄養管理に係る一体的計画書の見直し。

見直し点

▶ 記載項目を整理

▶ LIFE提出項目を踏まえた様式に変更

認知症対応型通所介護



入浴介助加算の見直し

 入浴介助加算（Ⅰ）

ア 入浴介助を適切に行うことができる人員及び設備を有して行われる入浴介助であること。

イ 入浴介助に関わる職員に対し、入浴介助に関する研修等を行うこと。

 入浴介助加算（Ⅱ）

ア、イの算定要件に加えて

・医師等（※）が利用者の居宅を訪問し、浴室における当該利用者の動作及び浴室の環境を評価してい

ること。この際当該居宅の浴室が、当該利用者自身又は家族等の介助により入浴を行うことが難しい環

境にある場合には、訪問した医師等が、介護支援専門員・福祉用具専門相談員と連携し、福祉用具の貸

与・購入・住宅改修等の浴室の環境整備に係る助言を行うこと。ただし、医師等による利用者の居宅へ

の訪問が困難な場合には、医師等の指示の下、介護職員が利用者の居宅を訪問し、情報通信機器等を活

用して把握した浴室における当該利用者の動作及び浴室の環境を踏まえ、医師等が当該評価・助言を

行っても差し支えないものとする。

・当該事業所の機能訓練指導員等が共同して、医師等と連携の下で、利用者の身体の状況、訪問により

把握した居宅の浴室の環境等を踏まえた個別の入浴計画を作成すること。ただし、個別の入浴計画に相

当する内容を通所介護計画に記載することをもって個別の入浴計画の作成に代えることができる。

・上記の入浴計画に基づき、個別の入浴又は利用者の居宅の状況に近い環境（利用者の居宅の浴室の手

すりの位置や使用する浴槽の深さ及び高さ等に合わせて、当該事業所の浴室に福祉用具等を設置するこ

とにより、利用者の居宅の浴室の状況を再現しているものをいう。）で、入浴介助を行うこと。

通所介護等における入浴介助加算について、
入浴介助技術の向上や利用者の居宅における
自立した入浴の取り組みを促進する観点で算
定要件の見直す。

単位数の変更はなし。

入浴介助加算Ⅰ

▶ 40単位／日 変更なし

▶ 55単位／日 変更なし

※医師等：医師、理学療法士、作業療法士、介護福祉士若しくは介護支援専門員又は利用者の動作及び浴室の環境の評価を行うことができる
福祉用具専門相談員、機能訓練指導員、地域包括支援センターの職員その他住宅改修に関する専門的知識及び経験を有する者
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科学的介護推進体制加算の見直し

算定要件

 ＬＩＦＥへのデータ提出頻度について、他のＬＩＦＥ関連加算と合わせ、
少なくとも「３月に１回」（変更前６月に１回）に見直す

 入力項目の定義の明確化や、他の加算と共通する項目の選択肢を統一化す
る。

 同一の利用者の複数の加算を算定する場合に、一定の条件下でデータ提出
のタイミングを統一できるようにする。
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アウトカム評価の充実の
ためのＡＤＬ維持等加算

算定要件

ADL維持等加算（Ⅰ）
〇以下のイからハの要件を満たすこと。
イ 利用者等（当該施設等の評価対象利用期間が６月を超える者）の総数が10人

以上であること。
ロ 利用者等全員について、利用開始月と、当該月の翌月から起算して６月目
（６月目にサービス利用がない場合はサービスのあった最終月）において、
Barthel Indexを適切に評価できる者がADL値を測定し、測定した日が属する
月ごとに厚生労働省に提出していること。

ハ 利用開始月の翌月から起算して６月目の月に測定したADL値から利用開始月に
測定したADL値を控除し、初月のADL値や要介護認定の状況等に応じた値を加
えて得た値（調整済ADL利得）について、利用者等から調整済ADL利得の上位
及び下位１割の者を除いた者を評価対象利用者等とし、評価対象利用者等の調
整済ADL利得を平均して得た値が１以上であること。

ADL等維持加算（Ⅱ）
〇ADL維持等加算（Ⅰ）のイ、ロの要件を満たすこと。
〇評価対象利用者等の調整済みADL利得を平均して得た値が３以上であること。

ADL維持等加算（Ⅰ）、（Ⅱ）について
〇初回の要介護認定があった月から起算して１２月以内である者の場合や他の施設
や事業所が提供するリハビリテーションを併用している利用者の場合のADL維持
等加算利得の計算方法を簡素化する。

自立支援・重度化防止に向けた取り組
みをより一層推進する観点からＡＤＬ維
持等加算（Ⅱ）におけるＡＤＬ利得の要
件について、「２以上」を「３以上」に
見直す。

また、ＡＤＬ利得の計算方法を簡素化
する。

認知症対応型通所介護



処遇改善加算について ①

現行の、介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算、介護職員等ベースアップ等支援加算

を一本化し、新たに４段階の介護職員等処遇改善加算とする。

この改定は令和６年６月１日施行とし、令和６年４月、５月は現行と同じ処遇改善加算を算定する。

〇新加算については、職種に着目した配分ルールは設けず、事業所内で柔軟な配分を認める。

〇新加算のいずれの区分を取得している事業所においても、新加算Ⅳの加算額の1/2以上を月額賃金

の改善に充てることを要件とする。

これまでベースアップ等支援加算を取得していない事業所が、一本化後の新加算を取得する場合は、収入として新
たに増加するベースアップ等支援加算相当分については、その2/3以上を月額賃金の改善として新たに配分することを
求める。

訪問介護



処遇改善加
算について
②



処遇改善加算について ③

新加算等の申請等に係る
提出物の提出期限一覧

サービス種類ごと
の加算率一覧



外国人介護人材に係る人員配置基準上の
取扱いの見直しについて

 算定要件等

次のいずれかに該当する者については、職員等の配置の基準を
定める法令の適用について職員等とみなしても差し支えないこと
とする。

・受け入れ施設において就労を開始した日から６月を経過した

外国人介護職員

・日本語能力試験N1又はN2に合格した者

▶下線部分が今回追加された部分

外国人介護職員（※）の日本語能力やケア
の習熟度に個人差があることを踏まえ、事業
者が、外国人介護職員の日本語能力や指導の
実施状況、管理者や指導職員等の意見を勘案
し、当該外国人介護職員を人員配置基準に参
入することについて意思決定を行った場合に
は、就労開始直後から人員配置基準に参入し
て差し支えないこととする。

※外国人介護職員

EPA介護福祉士候補者及び技能実習生

・受け入れ施設において就労を開始した日から６月を経過してい
ない外国人介護職員であって、受入れ施設（適切な研修体制及び
安全管理体制が整備されているものに限る。）に係る事業を行う
者が当該外国人介護職員の日本語の能力及び研修の実施状況並び
に当該受入れ施設の管理者、研修責任者その他の職員の意見等を
勘案し、当該外国人介護職員を職員等の 配置の基準を定める法令
の適用について職員等とみなすこととしたもの。

認知症対応型通所介護



特別地域加算
中山間地域等の小規模事業所加算
中山間地域に居住する者へのサービス提供加算の地域の明確化

R6.1.22 厚生労働省介護給付費分科会資料より
認知症対応型通所介護



送迎に係る取扱いの明
確化について

 送迎の範囲について

利用者の送迎について、利用者の自宅と事業所間の送迎を原則とするが、
運営上支障がなく、利用者の居住実態（例えば、近隣の親戚の家）がある
場合に限り、当該場所への送迎を可能とする。

 他事業所利用者との同乗について

介護サービス事業所において、他事業所の従業員が自事業所と雇用契約
を結び、自事業所の従業員として送迎を行う場合や、委託契約において送
迎業務を委託している場合（共同での委託を含む）には、責任の所在等を
明確にした上で、他事業所の利用者との同乗を可能とする。

 障害福祉サービス利用者との同乗について

障害福祉サービス事業所が介護サービス事業所と雇用契約や委託契約
（共同での委託を含む）を結んだ場合においても、責任の所在等を明確に
した上で、障害福祉サービス事業所の利用者も同乗することを可能とする。

※なお、この場合の障害福祉サービス事業所とは、同一敷地内事業所や
併設・隣接事業所など利用者の利便性を損なわない範囲内の事業所とする。

通所系サービスにおける送迎について、利便
性の向上や運転専任職の人材不足等に対応する
観点から、送迎先について利用者の居住実態の
ある場所を含めるとともに、他の介護事業所や
障害福祉サービス事業所の利用者との同乗を可
能とする。

通所介護



認知症対応型通所介護 基本報酬①

単独型 現行 ➡ 改定後

３時間以上
４時間未満の場合

要介護１ ５４２単位 ➡ ５４３単位

要介護２ ５９６単位 ➡ ５９７単位

要介護３ ６５２単位 ➡ ６５３単位

要介護４ ７０７単位 ➡ ７０８単位

要介護５ ７６１単位 ➡ ７６２単位

４時間以上
５時間未満の場合

要介護１ ５６８単位 ➡ ５６９単位

要介護２ ６２５単位 ➡ ６２６単位

要介護３ ６８３単位 ➡ ６８４単位

要介護４ ７４０単位 ➡ ７４１単位

要介護５ ７９７単位 ➡ ７９９単位

認知症対応型通所介護

認知症対応型通所介護費 Ⅰ（ｉ）単独型指定認知症対応型通所介護



認知症対応型通所介護 基本報酬②

単独型 現行 ➡ 改定後

５時間以上
６時間未満の場合

要介護１ ８５６単位 ➡ ８５８単位

要介護２ ９４８単位 ➡ ９５０単位

要介護３ １０３８単位 ➡ １０４０単位

要介護４ １１３０単位 ➡ １１３２単位

要介護５ １２２３単位 ➡ １２２５単位

６時間以上
７時間未満の場合

要介護１ ８７８単位 ➡ ８８０単位

要介護２ ９７２単位 ➡ ９７４単位

要介護３ １０６４単位 ➡ １０６６単位

要介護４ １１５９単位 ➡ １１６１単位

要介護５ １２５４単位 ➡ １２５６単位

認知症対応型通所介護

認知症対応型通所介護費 Ⅰ（ｉ）単独型指定認知症対応型通所介護



認知症対応型通所介護 基本報酬③

単独型 現行 ➡ 改定後

７時間以上
８時間未満の場合

要介護１ ９９２単位 ➡ ９９４単位

要介護２ １１００単位 ➡ １１０２単位

要介護３ １２０８単位 ➡ １２１０単位

要介護４ １３１６単位 ➡ １３１９単位

要介護５ １４２４単位 ➡ １４２７単位

８時間以上
９時間未満の場合

要介護１ １０２４単位 ➡ １０２６単位

要介護２ １１３５単位 ➡ １１３７単位

要介護３ １２４６単位 ➡ １２４８単位

要介護４ １３５９単位 ➡ １３６２単位

要介護５ １４６９単位 ➡ １４７２単位

認知症対応型通所介護

認知症対応型通所介護費 Ⅰ（ｉ）単独型指定認知症対応型通所介護



認知症対応型通所介護 基本報酬④

併設型 現行 ➡ 改定後

３時間以上
４時間未満の場合

要介護１ ４９０単位 ➡ ４９１単位

要介護２ ５４０単位 ➡ ５４１単位

要介護３ ５８８単位 ➡ ５８９単位

要介護４ ６３８単位 ➡ ６３９単位

要介護５ ６８７単位 ➡ ６８８単位

４時間以上
５時間未満の場合

要介護１ ５１４単位 ➡ ５１５単位

要介護２ ５６５単位 ➡ ５６６単位

要介護３ ６１７単位 ➡ ６１８単位

要介護４ ６６８単位 ➡ ６６９単位

要介護５ ７１９単位 ➡ ７２０単位

認知症対応型通所介護

認知症対応型通所介護費 Ⅰ（ｉｉ）併設型指定認知症対応型通所介護



認知症対応型通所介護 基本報酬⑤

併設型 現行 ➡ 改定後

５時間以上
６時間未満の場合

要介護１ ７６９単位 ➡ ７７１単位

要介護２ ８５２単位 ➡ ８５４単位

要介護３ ９３４単位 ➡ ９３６単位

要介護４ １０１４単位 ➡ １０１６単位

要介護５ １０９７単位 ➡ １０９９単位

６時間以上
７時間未満の場合

要介護１ ７８８単位 ➡ ７９０単位

要介護２ ８７４単位 ➡ ８７６単位

要介護３ ９５８単位 ➡ ９６０単位

要介護４ １０４０単位 ➡ １０４２単位

要介護５ １１２５単位 ➡ １１２７単位

認知症対応型通所介護

認知症対応型通所介護費 Ⅰ（ｉｉ）併設型指定認知症対応型通所介護



認知症対応型通所介護 基本報酬⑥

併設型 現行 ➡ 改定後

７時間以上
８時間未満の場合

要介護１ ８９２単位 ➡ ８９４単位

要介護２ ９８７単位 ➡ ９８９単位

要介護３ １０８４単位 ➡ １０８６単位

要介護４ １１８１単位 ➡ １１８３単位

要介護５ １２７６単位 ➡ １２７８単位

８時間以上
９時間未満の場合

要介護１ ９２０単位 ➡ ９２２単位

要介護２ １０１８単位 ➡ １０２０単位

要介護３ １１１８単位 ➡ １１２０単位

要介護４ １２１９単位 ➡ １２２１単位

要介護５ １３１８単位 ➡ １３２１単位

認知症対応型通所介護

認知症対応型通所介護費 Ⅰ（ｉｉ）併設型指定認知症対応型通所介護



認知症対応型通所介護 基本報酬⑦

共用型 現行 ➡ 改定後

３時間以上
４時間未満の場合

要介護１ ２６６単位 ➡ ２６７単位

要介護２ ２７６単位 ➡ ２７７単位

要介護３ ２８５単位 ➡ ２８６単位

要介護４ ２９４単位 ➡ ２９５単位

要介護５ ３０４単位 ➡ ３０５単位

４時間以上
５時間未満の場合

要介護１ ２７８単位 ➡ ２７９単位

要介護２ ２８９単位 ➡ ２９０単位

要介護３ ２９８単位 ➡ ２９９単位

要介護４ ３０８単位 ➡ ３０９単位

要介護５ ３１８単位 ➡ ３１９単位

認知症対応型通所介護

認知症対応型通所介護費 Ⅱ 共用型指定認知症対応型通所介護



認知症対応型通所介護 基本報酬⑧

共用型 現行 ➡ 改定後

５時間以上
６時間未満の場合

要介護１ ４４４単位 ➡ ４４５単位

要介護２ ４５９単位 ➡ ４６０単位

要介護３ ４７６単位 ➡ ４７７単位

要介護４ ４９２単位 ➡ ４９３単位

要介護５ ５０９単位 ➡ ５１０単位

６時間以上
７時間未満の場合

要介護１ ４５６単位 ➡ ５４７単位

要介護２ ４７１単位 ➡ ４７２単位

要介護３ ４８８単位 ➡ ４８９単位

要介護４ ５０５単位 ➡ ５０６単位

要介護５ ５２１単位 ➡ ５２２単位

認知症対応型通所介護

認知症対応型通所介護費 Ⅱ 共用型指定認知症対応型通所介護



認知症対応型通所介護 基本報酬⑨

共用型 現行 ➡ 改定後

７時間以上
８時間未満の場合

要介護１ ５２２単位 ➡ ５２３単位

要介護２ ５４１単位 ➡ ５４２単位

要介護３ ５５９単位 ➡ ５６０単位

要介護４ ５７７単位 ➡ ５７８単位

要介護５ ５９７単位 ➡ ５９８単位

８時間以上
９時間未満の場合

要介護１ ５３９単位 ➡ ５４０単位

要介護２ ５５８単位 ➡ ５５９単位

要介護３ ５７７単位 ➡ ５７８単位

要介護４ ５９６単位 ➡ ５９７単位

要介護５ ６１７単位 ➡ ６１８単位

認知症対応型通所介護

認知症対応型通所介護費 Ⅱ 共用型指定認知症対応型通所介護



認知症対応型通所介護 基本報酬⑨

共用型 現行 ➡ 改定後

７時間以上
８時間未満の場合

要介護１ ５２２単位 ➡ ５２３単位

要介護２ ５４１単位 ➡ ５４２単位

要介護３ ５５９単位 ➡ ５６０単位

要介護４ ５７７単位 ➡ ５７８単位

要介護５ ５９７単位 ➡ ５９８単位

８時間以上
９時間未満の場合

要介護１ ５３９単位 ➡ ５４０単位

要介護２ ５５８単位 ➡ ５５９単位

要介護３ ５７７単位 ➡ ５７８単位

要介護４ ５９６単位 ➡ ５９７単位

要介護５ ６１７単位 ➡ ６１８単位

認知症対応型通所介護

認知症対応型通所介護費 Ⅱ 共用型指定認知症対応型通所介護


